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本研究では，地方都市都心商業地域での路上駐車のアイドリング現象を，実態調査に基づき統計的に分析

した．地球温暖化対策として，いわゆる低炭素社会の実現は国家的施策であり，社会資本整備を責務とする土

木工学の分野においても重要な政策課題である．調査分析の結果，アイドリング率は全車種全目的で約 2/3 で

あること， 30 分を超える駐車時間でも 1/2 程度のアイドリング率であること，タクシーの客待ち駐車では駐車時

間に関わらず 95%程度のアイドリング率であること等が分かった．また車種や目的，荷扱いの程度や放置非放

置の別等でもアイドリング率に違いがあることが分かった．
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１．研究の目的

今日，環境問題は社会，経済，技術等多くの分野で

の主要課題となっているが，社会資本整備を責務とす

る土木工学においても全く同様である．この中で，道路

交通の分野での環境対策は，騒音や振動の防止等多

岐にわたるが， CO2 の排出削減も大きな課題である．こ

れに対し低燃費化や電気自動車等の開発が主に機械

工学の分野で進められているが，交通管理上の施策も

重要であろう．

本研究は，路上駐車に伴うアイドリングの実態につい

て，調査データに基づき，いくつかの交通特性との関連

を統計的に分析し，その特徴を示した．調査地域は札

幌市都心部の駐車場整備地区内（商業地域）である．

２．既存研究について

交通と環境（低炭素社会）に関する研究動向を，

1990 年以降の約 20 年について，土木学会論文集
2)～

7)，土木計画学研究・論文集
8)～ 22)，都市計画論文集

23)～

37)，交通工学
38)～ 44)及び国際交通安全学会誌

45)～ 47)を対

象に概観する．

路上駐車のアイドリングに伴う燃料消費及び CO2 排

出を主題とした研究は参考文献 1)， 2)であり限られる

が，本研究のテーマは大きく交通と環境（低炭素社会）

に含まれるものであり，この分野の研究全体を理解する

意味で参考文献を示した．従って参考文献には学術論

文に限定せず主要な報告や解説も加えた．

これらの研究は，①都市の居住形態と交通機関利用

（自動車・公共交通）との関連をテーマとした研究
3)4)5)9)14)

15)20)23)25)27)30)31)32)33)34)35)36)，②公共交通等交通機関分担の工

夫による低炭素化社会の実現に関する研究
8)18)22)26)28)，

③物流との関わりに関する研究
16)29)37)，④自動車の走行

特性や燃料消費に関する研究
6)7)11)12)13)21)24)38)40)43)，⑤税制

や推計の方法論，航空機の CO2 排出に関する研究
10)17)

19)44)に分類される．さらに⑥環境都市や地球温暖化につ

いて
39)41)42)45)46)47)の報告資料である．

地球温暖化問題に対し，我が国では 1990 年に「地

球温暖化防止行動計画」（閣僚会議決定）が示され，

1998 年には「地球温暖化対策の推進に関する法律」が

定められており，学術研究もこの時期を前後に公表され

始めた．①の研究は，都市のコンパクト化や都市構造

等をキーワードに，土地利用の観点から低炭素化社会

の実現を意図した研究である．②はモーダルシフト，つ



まり個別交通手段である自動車から公共交通への転換

による CO2 削減をテーマとした研究である．③は共同デ

ポやトラック輸送，車両巡回計画等物流に係わる排出

ガス対策に関する研究，④はガソリン消費量モデルや

道路整備，旅行速度をキーワードに，道路走行環境と

燃料消費等の関係を示すもの，⑤は二酸化炭素排出

量の推定に関する方法論や，税制度の関連に関する

分野の研究である．また⑥は学術論文ではないが，専

門学術誌での報告，論評及び資料である．雑誌「交通

工学」では 2005 年， 2007 年及び 2009 年に地球温暖

化と交通，環境モデル都市等のテーマで集中的な特集

を行っている．また「国際交通安全学会誌」では， 1998

年， 2004 年及び 2007 年に規制・基準と環境・エネル

ギー，地球環境時代の交通等の特集で論評や提言が

行われている．

本研究は路上駐車のアイドリング現象に限った調査

研究であり直接の参考文献はないが，広くは④の研究

分野に位置づけられよう．

３．調査の概要

（１）プレート式連続調査

調査の概要を表－１に示す．調査は平成 20 年と平

成 22 年に延べ 12 日間行った．調査方法は， 8:00 ～

19:00 の時間帯での連続時間（ナンバープレート）調査

であり，両年計 3,493 台の記録を得た．対象は全ての

四輪自動車である．札幌市の駐車場整備地区（商業地

域）は都心部を中心に約 1.6 ㎢の方形（ PT 調査での

都心小ゾーン 2 つ）であり，調査場所はほぼその中央

に位置する延長約 800m の街路である．沿道施設の用

途別床面積等は算出していないが，平成 20 年は主に

業務系，平成 22 年は商業系地区での調査である．写

真－１は調査地区での路上駐車（タクシーの客待ち駐

車）の様子である．

（２）調査項目とカテゴリー分類

調査では 15 項目ほどの駐車特性を記録したが，この

うち本分析に関係する記録項目を表－２に示す．②～

⑪はアイドリングの有無を説明するであろう変数である．

内容は以降の分析にて説明する．

４．分析結果

（１）アイドリングの現状

ａ）アイドリング駐車の分類と割合

図－１及び図－２に全車種のアイドリングの状況を示

す．図－１は台単位の集計結果，図－２は台分単位の

集計結果である．共に縦軸は，「(アイドリング)停止」，

表－１ 調査の概要

項 目 内 容

日時 平成 20 年 6 月～ 10 月平日 n=2,181
平成 22 年 9 月平日 n=1,312
調査時間帯 8:00 ～ 19:00

場所 札幌市都心部：駐車場整備地区
街路延長 約 800m
平成 20 年度 業務系地区
平成 22 年度 商業系地区

調査 平成 20 年度 2,181 台
台数 平成 22 年度 1,312 台 計 3,493 台

写真－１ タクシーの客待ち路上駐車

表－２ 記録項目とその分類

項 目 カテゴリー分類

①ｱｲﾄﾞﾘﾝｸﾞ 「継続」，「停止」他 3 分類

②駐車時間長 「着時刻」，「発時刻」

③車 種 「乗用車」，「トラック」他 7 分類

④目 的 「業務」，「配達」他 9 分類

⑤放置/ 「放置」，「非放置」他 3 分類
非放置

⑥荷扱い量 「少量」，「中量」，「多量」他
4 分類

⑦荷扱い回数 「 1 回」，「 2 回」他 4 分類

⑧用務先距離 「直近」，「他街区」他 4 分類

⑨自家用/ 「自家用」，「事業用」 2 分類
事業用

⑩非常点滅 「点灯」，「非点灯」他 3 分類
表示灯

⑪ﾄﾞﾗｲﾊﾞｰ性別 「男性」，「女性」 2 分類



「(アイドリング)継続」，「(アイドリング)断続」 3 分類の構

成比(%)であるが，「(アイドリング)継続」は更に「 5 分未

満(アイドリング)」と「 5 分以上(アイドリング)」に分類し

た．また「(アイドリング)断続」は，特に長時間の駐車に

みられるアイドリングの停止と継続の繰り返し駐車であ

る．これらは少数ではあるが，アイドリング現象の実態と

して示した．横軸の「全」はアイドリング停止を含めた各

分類の構成比(%)，「(アイドリング)継続」はアイドリング

停止を除いた分類の構成比(%)である．これより，

①図－１「全」の「(アイドリング)停止」割合は 36.5%，従

って 63.5%，約 2/3 の路上駐車はアイドリングを継続し

ていることが分かる．ここで「(アイドリング)継続」では， 5

分未満の停車が 62.1%， 5 分以上の駐車（断続含む）

は 37.9%である．道路交通法では 5 分未満の停車は合

法であり路上駐車規制の対象ではない．従って非放置

を対象とした現在の駐車規制では，アイドリング駐車の

約 6 割は合法的に残り続けることになる．

②図－１「全」と図－２「全」の比較では，「継続 5 分未

満」の割合が 39.4%から 7.9%に減少する．台分単位の

集計は，台×駐車時間（分）の比較であり，台数が多く

ても駐車時間が短ければ値は小さくなり，この様な結果

となる．一方「(アイドリング)停止」の割合は，図－１の

36.5%から図－２では 46.3%と増加する．これは「(アイド

リング)停止」の駐車時間の平均値が，全体のそれより長

いことを意味する．また図－１「全」で 22.8%であった「 5

図－１ 台単位のアイドリング割合

図－２ 台分単位のアイドリング割合
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分以上(アイドリング)」駐車の割合は，図－２「全」では

41.5%と 1.8 倍の値となる．本研究での観測方法は連続

時間調査であるが，定時による断続調査では路上駐車

の約 4 割がアイドリング状態と観測される．

③図－２「(アイドリング)継続」では，台単位で 35.9%で

ある「継続 5 分以上(アイドリング)」の割合が 77.2%であ

り，「断続」も含めると 85.4%となる．これは長時間駐車

のアイドリング時間量が大なることを顕著に示す．

ｂ）短時間駐車のアイドリング率

表－３に駐車時間 5 分未満の 1,952 台について，ア

イドリング「停止」，「継続」，「断続」 3 分類の実数と構成

比(%)を台及び台分単位の集計値で示す．これより，

①台単位での「停止」割合は 29.0%であり，図－１「全」

の 36.5%より 7.5%少ない．一般に 5 分程度の駐車では

アイドリング継続が普通であることを考えれば，この値は

理解しやすい． 29.0%の大小評価は一概ではないが，

5 分未満の短時間駐車でも約 3 割がアイドリング停止を

行っていることは，今後これを拡大しうる可能性を示唆

する．

②台分単位での「停止」割合 42.3%は，台単位での

29.0%より 13.3%大きい．これは 5 分未満の短時間駐車

の中でも，駐車時間がより長いものの「停止」割合が大

きいことを意味する．平均停車時間は，「停止」が 3.3 分

であり，「継続」は 1.8 分である．平均駐車時間の 1.8 倍

（=3.3 ÷ 1.8 ）の増加が，アウドリング台数の 2.4 倍

（=70.4 ÷ 29.0 ）の増加となっている．

表－３ 5分未満の停車のアイドリング分類

分類 停止 継続 断続 計

【台単位】

実数（台） 567 1.374 11 1,952
構成比(%) 29.0 70.4 0.6 100

【台分単位】

実数（台分） 1,868 2,508 38 4,414
構成比(%) 42.3 56.8 0.9 100

平均停車 3.3 1.8 3.5 2.3
時間（分）

（２）車種別アイドリング率

図－３に(a)車種構成比(%)と，(b)アイドリングを継続し

た車種構成比(%)を台単位集計で示す．車種は図示の

5 分類であり，路線バス・緊急車両・その他は除いた．

横軸「(a)車種構成」は，路線バス等を除く観測 3,345 台

の車種構成比(%)であり，「(b)アイドリング車種構成」は

そのうちアイドリングを継続（＝「継続」＋「断続」）した

2,076 台の車種構成比(%)である．両者の構成比の比



較では，乗用車， RV 車及び商用車では大きな違いが

ないのに対し，タクシーとトラックでは値が異なる．この

理由は，図－４（車種別アイドリング割合）に示すように，

タクシーのアイドリング率が 94.5%と高いこと，逆にトラッ

クではアイドリング率が 42.0%と低いことによる．ここでア

イドリング率は式(1a)とした．

A
アイドリング率（％）＝ × 100 (1a)

B

ここで，

A ：（「継続」＋「断続」）台 or 台分

B ：（ A+「停止」）台 or 台分

図－３ 車種の構成割合

図－４ 車種別アイドリング割合

トラックのアイドリング率の低さは，事業者による燃料

費削減の自助努力や運輸業界全体でアイドリングストッ

プが強く奨励された結果であろう．一方タクシーでのア

イドリング率の高水準は，乗客のための冷房の必要性

や客待ち行列の小刻みな移動のため，また事業費に占

める燃料費の割合が小さいこと等が要因であろう．しか

しトラックでも事業用のアイドリング率は自家用より 20 ％

（図－４中事業用 34.9%，自家用 56.1%)程度低く，業

界全体として取り組むことの効果は大きい．

（３）目的別アイドリング率

表－４に目的別（タクシーと路線バスを除く）駐車台

数（台）の「構成比（％）」と，アイドリング率「 R.idle （％）」

及び平均駐車時間「 Av.t （分）」を示す．平均駐車時間
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Av.t は，「停止」と「継続（断続を含む）」各々を示した．

目的分類は，「その他」を含め 8 分類であるが，「業

務」，「配達」，「工事作業」，「私用」，「送迎」の 5 分類

で 90.0%を占める．他に少数ではあるが「食事」，「休

憩」等の分類も実態として示した．また図－５は各目的

のアイドリング台及び台分集計の構成比(%)である．こ

れより，

①「送迎」目的のアイドリング率は最も高く， 85.9%であ

る．この目的の駐車時間の平均は「停止」が 16.7 分，

「継続」は 5.7 分であり，長時間の駐車では「停止」とな

る傾向がある．一般に「送迎」では，「送り」は降車のみ

であり短時間のアイドリング駐車となるが，「迎え」では待

ち時間が長く「停止」となる割合が大きい．図－５より全

目的に占める「送迎」の台（数）割合は 26.2%であり，

「配達」目的に準じる大きな割合を占める．平成 18 年よ

り施行された民間監視員による違法駐車の確認は主に

放置自動車が対象であり，ドライバーが乗車する長時

間駐車は規制の対象となりにくい．このことは交通管理

上の大きな問題である．

②「配達」目的でのアイドリング率は， 43.1%であり平均

54.1%より低い．駐車時間は，「停止」及び「継続」ともに

10 分程度であり，効率的な路側占有である．しかし台

分単位の構成比（図－５）は 34%であり，路上駐車のア

表－４ 目的別統計値

分類 構成 R.idle Av.t(分)

比(%) (%) ｢停止｣ ｢継続｣

1. 業務 21.1 41.7 12.2 8.5
2.配達 34.4 43.1 10.3 10.1
3.工事/ 0.8 57.1 12.7 12.3

作業

4.私用 17.2 48.5 12.1 9.0
5.送迎 16.5 85.9 16.7 5.7

6.休憩 7.0 72.4 12.7 8.8
7.食事等 0.1 25.0 20.0 6.0
8.その他 2.9 83.3 11.3 6.9

計 100 54.1 11.6 8.2

図－５ 目的別アイドリング割合
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イドリングの大きな割合を占める．

③「業務」及び「私用」目的の駐車時間は，「停止」 12

分程度，「継続」 9 分前後と，ほぼ同様の値である．また

台及び台分構成比（図－５）も大きな違いはなく，この 2

つの目的のアイドリン行動は同様の傾向を示すが，アイ

ドリング率は「私用」のほうが 6.8%高い．

（４）駐車時間長別アイドリング率

図－６に駐車時間長別のアイドリング分類を示す．図

の横軸は駐車時間長（分），縦軸はアイドリング分類の

構成比(%)である．この集計では，車種を乗用車，ＲＶ

車，商用車及びトラックの 4 つに限定し，アイドリング率

の高いタクシーの影響は除いた．一般に駐車時間の長

さとアイドリング率は負の相関が予想されるが，各駐車

時間長でのアイドリング率は，「～ 5 分」では 61.8%，

「～ 15 分」では 45.5%，「～ 30 分」では 45.6%，「～ 60

分」では 46.3%であり， 5 分～ 60 分の駐車（破線楕円）

でアイドリング率は 45 ％前後とほぼ一定であることが分

かった．さらに 60 分を超える駐車でもほぼ 1/3 がアイド

リング状態（断続を含む）である．

また各駐車時間長毎のアイドリング時間を集計した数

値を表－５に示す．【台単位】の(n1)はアイドリングを継

続（断続を含む）した台数（台）であり，(n2)はその構成

比(%)である．【台分単位】の(m1)はアイドリングを継続し

た台分量，（ m2 ）はその構成比(%)である．これより台

単位で 61.1%を占める「～ 5 分」の駐車の台分集計値

図－６ 駐車時間長別アイドリング率

表－５ 駐車時間長別のｱｲﾄﾞﾘﾝｸﾞ台及び台分

時間長 -5 -15 -30 -60 60- 計

【台単位】

(n1) 881 376 118 56 11 1,442
(n2) 61.1 26.1 8.2 3.9 0.8 100%

【台分単位】

(m1) 1,942 3,477 2,511 2,438 577 11,522
(m2) 16.9 30.2 21.8 21.2 5.0 100%
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が 16.9 ％であるのに対し，台単位で 26.1%の「～ 15

分」の台分集計値は 30.2%，さらに「～ 30 」～「～ 60

分」のそれが計 43.0 ％であり，少数の長時間駐車によ

るアイドリング時間の量が指摘できる．

５．駐車特性とアイドリング率の分散分析

（１）車種分類とアイドリング率

表－６と図－７に車種別駐車時間長別アイドリング率

を示す．この集計では，「断続」は除いた．車種分類の

乗用車系は乗用車と RV である．これより，

①タクシーのアイドリング率の平均は 94.5 ％であり，駐

車時間にかかわらず高い． 60 分を超える駐車でもアイ

ドリング率は 75%である．

②乗用車系のアイドリング率の平均は 61.1%，商用車

では 47.4%，トラックでは 40.9%であり，人の運送の用に

供する自動車のアイドリング率が貨物のそれより高い傾

向がある．

③乗用車系，商用車及びトラックのアイドリング率は，駐

表－６ 車種別アイドリング率(％)

分類 -5 -15 -30 -60 60- 平均

乗用車系 68.7 51.5 49.3 52.9 23.5 61.1

商用車 53.0 44.1 33.3 33.3 0 47.4

トラック 48.6 34.1 39.0 25.9 20.0 40.9

タクシー 95.7 91.4 95.2 94.6 75.0 94.5

平均 66.7 52.0 56.7 55.9 28.1 61.7

図－７ 車種別アイドリング率（％）

表－７ 分散分析表（*5%有意，**1%有意）

変動因 平方和 自由度 分散 分散比

時間差 5,339.9 4 1,335.0 15.0**

車種差 8,566.7 3 2,855.6 32.2**

誤 差 1,065.1 12 88.8

全 体 14,971.7
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車時間の増加に伴い減少するが，乗用車では 5 分～

60 分の時間帯でアイドリング率はほぼ一定である．一

方トラックでは，「～ 15 分」より「～ 30 分」のアイドリング

率が 4.9%高い．

ここで，車種と駐車時間長によるアイドリング率の違い

について，二元配置の分散分析結果を表－７に示す．

これより，

④時間差と車種差のアイドリング率の違いが 1%で有意

となった．これよりアイドリング率の説明変数として駐車

時間と車種分類は有意であることが分かる．

（２）駐車特性とアイドリング率の統計的考察

アイドリング率をいくつかの説明変数から推定するモ

デル式を想定するとき，説明変数の統計的有意性を確

認する必要がある．ここでは，説明変数として表－２の

③～⑪の要因について，分散分析と t 検定により有意

性の確認を行った．この結果を表－８に示す．カテゴリ

ー数が 3 以上の③，④及び⑥～⑧については分散分

析，カテゴリー数が 2 つの⑤及び⑨～⑪は t 検定により

平均値の差の検定を行った．分散分析での時間長区

分（ 5 カテゴリー）は全て同じである．

分散分析の結果から，

表－８ 駐車特性とアイドリング率の関係

要 因 ｶﾃｺﾞﾘｰ数 *5%，**1%，×有意にあらず

【分散分析（二元配置）】

③車種 4 車種**（時間**）

④目的 5 目的**（時間×）

⑥荷扱い量 4 荷扱い量**(時間**)

⑦荷扱い 5 荷扱い回数×(時間*)

回数

⑧用務先 5 距離**(時間**)
距離

【 t 検定（平均値の差の検定）】

⑤放置/ 2 t 検定**
非放置

⑨自家用/ 2 t 検定×
事業用

⑩非常点滅 2 t 検定*,
表示灯 1%×

⑪性別 2 t 検定×

①目的 5 分類（業務（荷無し），配達，工事作業，私用，

送迎）はアイドリング行動の説明変数として有意となっ

た．アイドリング率等の特徴は，表－４及び図－５のとお

りである．一方「駐車時間」は有意とならなかった．

②荷扱い量 4 分類（荷無し，少量，中量，多量）は，荷

扱い量と時間長共に有意となった．アイドリング率は，荷

扱いの増加に伴い低下する．一方，荷扱いの回数 5 分

類（ 0 回， 1 回， 2 回， 3 回，４回以上）は有意とならな

かったが，回数の増加に伴いアイドリング率は低下の傾

向がある．

③用務先距離 5 分類（乗降無，直近，街区内，対面街

区，他街区）は，距離及び時間共に有意となった． 5 分

類は目的地までの距離の順序尺度であるが，距離の増

加に伴い，アイドリング率は下がる．

また t 検定（平均値の差の検定）の結果から，

④放置/非放置による平均値の差は有意となった．放置/

非放置の分類は道路交通法第五十一条の四「放置車

両」の定義による．この分類によるアイドリング率の平均

は，放置では 34.8%，非放置では 78.2%である．非放

置でのアイドリング率は，「～ 5 分」～「 60 分～」の各駐

車時間で一様に高く， 60 分以上の長時間駐車でも

62.5%（放置 7.1%）であった．

⑤非常点滅表示灯（道路運送車両の保安基準第四十

一条の三）の点灯の有無も平均値に有意な差がある．こ

れは通称ハザードランプといわれ非常時での他交通へ

の警告に用いられるが，駐車中に点灯されることも多

い．これによるアイドリング率の違いは，点灯では

58.3%，消灯では 44.4%であり，点灯のアイドリング率が

高く， 60 分以上の長時間駐車でのアイドリング率は点

灯 37.5%（消灯 20.0%）である．非常点滅表示灯とアイド

リングは，ドライバーの短時間駐車の意思表示となって

いる傾向がある．

⑥自家用/事業用の別と性別（ドライバー）によるアイドリ

ング率の違いは，統計的な差が確かめられなかった．

６．まとめ

路上駐車に伴うアイドリング行動について，本論文の

研究成果を以下に示す．

(1)交通と環境（低炭素社会）に関わる研究は，関係法

が公布された 1990 年前後に始まり，居住形態と交通機

関利用，個別交通手段と大量交通機関の分担等いくつ

かの分野で成果を得ているが，路上駐車のアイドリング

に関する事例はほとんどない．

(2)統計的分析より明らかになった路上駐車のアイドリン

グ行動は，

①路上駐車のアイドリング率は台単位で 63.5%であり，

ほぼ 3 台に 2 台がアイドリングを伴う駐車である．また



台分単位では 53.7%がアイドリングを継続する駐車であ

り，路上駐車総時間の半分以上がアイドリングを伴う駐

車となっている．

②アイドリング駐車全体に占める 5 分未満の停車の割

合は 62.1%である．これらの路上駐車は法的には排除

できないが，台分単位での割合は 14.6%であり多くはな

い．またこの 5 分以下の停車でも 29.0%はアイドリング

を停止しており，啓発活動等によりこの割合を増加させ

る余地はあろう．

③車種別のアイドリング特性では，タクシーのアイドリン

グ率が 94.4%と高い．客の乗降に伴う短時間駐車では

やむを得ないが， 30 分～ 60 分程度の客待ち駐車でも

アイドリング率は減少しない．またトラックのアイドリング

率は車種分類中最も小さく， 42.0%であり，特に事業用

自動車のアイドリング率が小さいことが分かった．

④目的別のアイドリング率では，「送迎」のアイドリング率

が 85.9%と高い．この目的のアイドリング継続時間の平

均値は 5.7 分と長くはないが，アイドリング駐車（台単

位）全体に占める割合は 26.2%であり，総量としては大

きな値となる．「配達」目的のアイドリング率は全目的平

均より 11.0%低い．荷捌き駐車は路上駐車の中で特に

問題視されてきたが，環境対策では業界として自助努

力を行っている．「業務」及び「私用」は，アイドリング率

やアイドリング時間が全体の平均値に近い．この 2 つの

目的は全体に占める割合が大きくアイドリング行動の改

善の効果は大きいが，トラック協会のような上部組織が

なく規制・指導の方法が難しい．

⑤アイドリングの駐車時間分布では，駐車時間 5 分～

60 分のアイドリング率が 45.5%～ 46.3%とほぼ一定であ

り，長時間駐車のアイドリング率が高い．

(3)分散分析及び平均値の差に関する t 検定からは，車

種，目的，荷扱い量，用務先までの距離，放置・非放置

の要因が，アイドリング率の説明変数として有意である．

路上駐車に伴うアイドリングは最も不要不急の燃料消

費であるが，個々人にとってはその費用は実感しにく

い．またそれが業務に伴う事業所等の負担であればな

おである．道路交通法による駐車規制では，平成 18 年

より民間の監視員による規制の強化が進められてきた

が，これは放置自動車を対象としており，非放置の長時

間駐車は排除できない．これは道路交通法による路上

駐車管理の限界である． CO2 の排出削減を国家的施

策するならば，駐車に伴うアイドリングについても規制指

導が必要であろう．
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